
取次制度契約約款 

 

ＧＭＯグローバルサイン・ホールディングス株式会社 

 

ＧＭＯグローバルサイン・ホールディングス株式会社（以下、「当社」という。）は、取次

店にサービス利用契約の申込の媒介の事務等を委託する取次制度契約（以下、「本契約」と

いう。）の内容について、この取次制度契約約款（以下、「本契約約款」という。）で定めて

います。当社の取次店になろうとする方は、申込の前に、必ず本契約約款の内容を確認して

ください。 

 

 

 

第１章 本契約約款の目的 

 

第１条 （本契約約款の目的） 

本契約約款は、当社が取次店に委託するサービス利用契約の申込の媒介の事務等につい

て定めます。 

 

 

 

第２章 定義 

 

第２条（定義） 

本契約約款において、次の用語は以下に示す意味を有するものとします。 

(1) 「取次店」とは、本契約約款にもとづいてサービス利用契約の申込の媒介等の事務

を当社から受託した者をいいます。 

(2) 「委託事務」とは、第７条第１項にもとづき当社が取次店に委託する事務をいいま

す。 

(3) 「対象サービス」とは、当社が提供するホスティングサービス、クラウドサービス

その他のサービスをいいます。 

(4) 「サービス利用契約」とは、当社とサービス利用者が対象サービスの提供及び利用

等を目的として締結する契約をいいます。 

(5) 「サービス利用約款」とは、サービス利用契約の内容を明らかにするために定める

利用約款をいいます。 

(6) 「サービス利用者」とは、当社が提供する対象サービスの利用者をいいます。 

(7) 「サービス利用希望者」とは、対象サービスの申込を検討する者をいいます。 



(8) 「サービス利用料金」とは、サービス利用者がサービス利用約款にもとづいて当社

に支払う新規セットアップ料金、月額利用料金、オプションサービス利用料金その他

の料金をいいます。 

(9) 「報酬」とは、委託事務の対価として当社が取次店に支払う報酬をいいます。 

 

 

 

第３章 本契約の成立 

 

第３条（申込の方法） 

１． 取次店になろうとする方は、次の各号のいずれかの方法により本契約の申込を行って

ください。 

(1) 当社のウェブサイト上の申込フォームのすべての項目に入力したうえ、画面に表示

される手順に従って送信の操作を行う方法。 

(2) 申込書のすべての項目に記入し、押印（電子印鑑を含む。）のうえ、これを当社に提

出する方法。 

２． 取次店になろうとする方は、本契約の申込に際して、本契約約款のすべての内容を確

認してください。当社は、本契約約款の内容の全部又は一部を承諾しない方については、

本契約の申込をお断りしますので、その場合には前項に定める申込を行わないでくだ

さい。  

 

第４条（本契約の成立要件）   

本契約は、次の各号に掲げるすべての要件を満たした時に成立するものとします。 

(1) 前条第１項に定める申込が当社に到達すること。 

(2) 当社が取次店になろうとする者に対して承諾の意思表示を行うこと。  

 

第５条（承諾を行わない場合） 

当社は、取次店になろうとする方について次の各号に掲げる事由があるときは、本契約の

申込に対して承諾を行わないことがあります。  

(1) 本契約約款に違背して委託事務を行うことが明らかに予想される場合。  

(2) 当社に対して負担する債務の履行について現に遅滞が生じている場合又は過去に

おいて遅滞の生じたことがある場合。  

(3)  申込に際して当社に対し虚偽の事実を申告した場合。  

(4)  申込の際に未成年者、成年被後見人、被保佐人又は被補助人であって、自らの行為

によって確定的に本契約を締結する行為能力を欠き、法定代理人その他の同意権者

の同意又は追認がない場合。  



(5)  第２５条第１項に定める反社会的勢力である場合。  

(6)  前各号に定める場合のほか、当社が業務を行ううえで支障がある場合又は支障の生

じる恐れがあると当社が合理的に判断する場合。 

 

 

 

第４章 取次店の種類 

 

第６条（取次店の種類） 

１． 取次店は、当社が取次実績等にもとづき別途定める基準に従いランク分けされるもの

とします。取次店は、その属するランクごとに報酬の金額の増額等、当社が別に定める

特典を受けることができます。 

２． 取次店は、当社が別に定める基準に従い上位のランクへ昇格又は下位のランクへ降格

することがあります。 

３． 当社は、前２項に定める基準を変更することがあります。 

４． 前３項の規定は、ＷＡＤＡＸ取次提供プランのサービスの取次に適用しないものとし

ます。 

 

 

 

第５章 取次店の権利及び義務 

 

第７条 （委託事務の内容） 

１． 当社は、サービス利用希望者に対して、次の各号に掲げる事務を取次店に委託します。 

(1) 対象サービスの説明を行うこと 

(2) 対象サービスの申込の誘引を行うこと 

(3) 対象サービスの申込を当社に媒介すること 

２． 取次店は、委託事務を行うに際し、サービス利用希望者に対して、サービス利用約款

及びその細則として当社が定める利用上の注意事項等の内容についての説明を十分に

行うものとします。 

３． 取次店は、第１項第３号の事務について、対象サービスの種類ごとに当社が定めると

ころに従い、次の各号に掲げるいずれかの方法により行うものとします。 

(1) サービス利用希望者が当社の別途定める様式の申込書に必要事項の記入及び押印

（電子印鑑を含む。）をしたうえ、その申込書を取次店が当社に対して送付する方法 

(2) 取次店がそのウェブサイト上に当社の別途定める申込フォームを置き、サービス利

用希望者がこれに必要事項を入力したうえ、画面に表示される手順に従ってその送



信のための操作を行う方法 

４． 当社とサービス利用希望者とのサービス利用契約は、前項に従った手続きが完了し、

当社がその申込を承諾して初めて成立するものとします。取次店とサービス利用希望

者との意思表示に合致があったとしても、所定の手続きが完了するまでサービス利用

契約は成立しません。 

 

第８条 （当社の委託の範囲） 

１． 取次店は、取次店の責任と負担において、対象サービスに関する宣伝及び営業活動を

行うものとします。ただし、営業の方法について当社の指示がある場合には、これに従

わなければなりません。 

２． 取次店は、日本国の国内に住所を有する者に対してのみ、かつ、日本語を用いてのみ、

委託事務を行うことができるものとします。 

３． 取次店は、当社を代理してサービス利用希望者との間においてサービス利用契約を締

結する代理権を有しません。 

４． 取次店は、委託事務を第三者に委託してはいけません。ただし、当社が特に文書をも

って認めた場合は、この限りではありません。 

 

第９条 （委託事務に係る紛争処理） 

取次店は、委託事務に起因または関連する紛争（取次店の過失の有無を問わない）につい

て、取次店は自らの責任においてこれを解決し、当社に一切の迷惑をかけないものとします。 

 

第１０条（報酬） 

１． 当社は、取次店の媒介によって当社とサービス利用者との間においてサービス利用契

約が成立した後、サービス利用者が当社に対してサービス利用料金を支払った場合に

は、取次店に対して報酬を支払うものとします。 

２． 報酬の金額、発生条件及び支払い条件は、対象サービスごとに当社が別途定めるもの

とします。サービス利用料金の金額について改定が行われた場合、その他合理的必要性

がある場合には、当社は、報酬の金額、発生条件又は支払い条件を変更することができ

るものとします。 

 

第１１条 （ＷＡＤＡＸ取次提供プランの対象サービスに関する報酬） 

１． 当社は、取次店の委託事務によって当社とサービス利用希望者との間においてＷＡＤ

ＡＸ取次提供プランの対象サービスに関するサービス利用契約が成立した場合には、

本条に定める条件（当社のウェブサイトなどにおいて本契約約款とは別に報酬に関す

る条件を定める場合は、その条件を含む。）に従い、取次店に対して報酬を支払うもの

とする。 



(1) 報酬の発生 

① 初回報酬の発生 

初回報酬は、サービス利用希望者が当社に対して所定の方式を用いて契約の申し

込みをし、利用開始日（当社がサービス利用希望者に対してサービスを開始できる日

として通知した日をいう。）が存する月の翌月末日（以下、「初回報酬基準時」という。）

まで、サービス利用者と当社とのサービス利用契約が継続しており、かつ、利用開始

日が存する月の翌々月分のサービス利用料金が当社に対し支払い済みである場合に

発生する。ただし、利用開始日の翌々月末までに無料返金制度の利用やその他の事情

により当社がサービス利用者に対してサービス利用料金を返金する必要が生じた場

合には、一旦発生した報酬は消滅するものとする。 

② 継続報酬の発生 

継続報酬は、契約開始日から 1年（利用開始月など当社がサービス利用者のサービ

ス利用料金を無料としている期間を含まない。）を経過した後の最初の月の末日（例

えば、契約開始日が４月１日である場合、１年を経過した時が翌年の 3 月末日とな

り、その後の最初の月は翌年の４月になる。以下、「継続報酬基準時」という。）まで、

サービス利用者と当社の利用契約が継続し、かつ、1年経過後の最初の月のサービス

利用料金が当社に対し支払い済みである場合に発生するものとする。その後利用期

間が更に 1年経過したときにも、同様の基準で報酬が発生する。ただし、最初の月の

翌月末日までに当社がサービス利用者に対してサービス利用料金を返金する必要が

生じた場合には、一旦発生した報酬は消滅するものとする。 

(2)  報酬額の算定 

取次店に支払う報酬額は、初回報酬基準時及び継続報酬基準時において、各々の基準

時にサービス利用者が利用しているサービスに対応する報酬の単価をもって算定する。

利用期間の途中でサービス利用者がサービスを変更した場合においても、基準時にサ

ービス利用者が利用するサービスに対応する報酬の単価をもって報酬額を算定する。 

(3)  報酬の支払い 

初回報酬は、利用開始日が存する月の翌々月に、継続報酬は 12カ月ごとに、取次店

が指定する銀行口座宛に送金して支払う。 

(4)  報酬の除外事由等 

①  初回報酬の支払いは、サービス利用者から当社に対し、報酬額以上のサービス利

用料金が実際に支払われることを条件とする。継続報酬の場合、報酬額が、その 1

年間においてサービス利用者から当社に支払われたサービス利用料金を合算した

金額を超えることが、報酬を支払う条件とする。 

②  取次店が取次店自身又は取次店の関係会社（本契約においては、直接間接を問わ

ず、取次店が議決権の４分の１以上を保有し、又は、保有されている会社をいう。）

が対象サービスに申し込んで契約したとしても、報酬の支払い対象としない。 



③  報酬は取次店の委託事務遂行のための費用・消費税等の租税公課すべてを含む

ものとし、取次店において報酬額以上の費用・租税公課が生じていたとしても、一

切、当社に請求できないものとする。 

２． 報酬の金額、発生条件及び支払い条件は、当社が定めるものとする（本契約約款だけ

でなく、当社のウェブサイトなどにおいて本契約約款とは別に報酬に関する条件を定

める場合を含む。）。サービス利用料金の金額について改定が行われた場合、その他合理

的必要性がある場合には、当社は、報酬の金額、発生条件又は支払い条件を変更するこ

とができるものとする。 

３． 取次店が第１２条（報告義務）の義務を怠るなどに起因して、当社が取次店に報酬を

支払うことが出来ない場合、当社は取次店が報酬を受領する権限を放棄したものとみ

なすものとし、取次店は報酬を受領する権限を失うものとする。 

 

第１２条（報告義務） 

１． 取次店は、本契約の申込の際に当社に知らせた事項又は報酬の振込先として当社に知

らせた銀行口座について変更があったときは、直ちにその旨及び変更の内容を当社に

届け出てください。この変更の届出は、当社が別に定める方法によりこれを行うものと

します。 

２． 当社は、前項の届出が当社に到達し、かつ、当社が変更の事実を確認するまでは、変

更のないものとして報酬の支払その他の本契約に関する事務を行います。 

３.  取次店は、第１項に定める事由の他、本契約を遂行することにつき著しく影響を与え

る事由、損害、事故、その他委託事務上の障害の発生が予測される場合は、当社に報告

しなければなりません。 

４． 前３項の規定は、相続又は合併により本契約にもとづく取次店の地位の承継があった

場合に準用します。この場合には、本契約にもとづく取次店の地位を承継した者が、本

条に定める変更の届出を行うものとします。 

 

第１３条（取次店の地位の処分の禁止等） 

１． 取次店は、本契約にもとづく取次店の地位、権利又は義務を第三者に譲渡し、転貸し、

又はこれを担保に供してはなりません。 

２． 取次店は、本契約にもとづいて成立した当社に対する債権を第三者に譲渡し、又はこ

れを担保に供してはなりません。 

 

第１４条（善管注意義務） 

取次店は、善良な管理者の注意をもって委託事務を行うものとします。 

 

第１５条（取次店である旨を示す字句等の表示義務）  



取次店は、委託事務を行うに際し、自己の商号とともに、「ＧＭＯグローバルサイン・ホ

ールディングス株式会社」の字句及び対象サービスごとに当社が別途定める字句又はロゴ

マークを明示しなければなりません。 

 

第１６条（秘密保持の義務） 

１． 取次店は、当社の事業に関する技術上又は営業上の情報であって公然と知られていな

いもの又は当社の顧客に関する情報を入手したときは、当社がこれを秘密として管理

しているかどうかに関わらず、その入手した情報の存在若しくは内容を漏らし、又は委

託業務の実施以外の目的でこれを利用してはなりません。 

２． 前項の規定は、本契約の終了後も、これを適用します。 

 

第１７条（費用の負担） 

委託事務を行うために必要な費用は、取次店がこれを負担するものとします。 

 

第１８条（商標の使用等）  

１． 取次店は、当社が特に文書をもって明示的に許諾を与えた場合のほか、当社の有する

有形の資産並びに商標権、商号権、特許権、著作権その他の無体財産権その他一切の無

形の資産について、利用権その他の権利を有しません。 

２． 前項に定める当社の資産を取次店が自ら使用し、又は第三者にこれを使用させた場合

において、これによって当社に損害が生じたときは、取次店は、その損害を当社に賠償

する責任を負うものとします。 

 

第１９条（保証）  

取次店は以下の事項を保証するものとします。 

(1) 本契約約款及び委託事務に関連する法令を遵守すること。 

(2) 当社、サービス利用希望者またはサービス利用者の名誉・信用を毀損する行為、営

業秘密・プライバシーを侵す行為を行わないこと。 

(3) 当社の既存のサービス利用者に対し、サービス利用契約を解約の上、取次店を通じ

て再度サービス利用契約を締結するように推奨しないこと。 

(4) 取次店となるための審査の際に当社に告知した事項がすべて真実であること。 

(5) 本契約を締結する時点で満２０歳以上であること。 

(6) 日本国内に拠点を有する法人または日本国内に継続的居住する事業者としての個

人であること。 

(7) インターネット（ドメイン名を含む。）及びレンタルサーバー事業に関する基本的知

識を有していること。 

(8) 誠実に委託事務を遂行する意思のあること。 



 

第２０条（損害賠償義務）  

当社及び取次店は、本契約に違反して相手方に損害を与えた場合は、これを賠償しなけれ

ばなりません。ただし、当社が取次店に対して損害賠償責任を負担する場合には、その賠償

額は、当該損害の生じた日から遡って１年以内に当社が取次店に支払った報酬の総額の範

囲に限定されます。 

 

 

 

第６章 本契約の更新及び終了等 

 

第２１条（存続期間及び更新）  

１． 本契約の存続期間は、その成立の日から１年間とします。 

２． 前項に定める存続期間の満了により本契約が終了する場合には、その存続期間の満了

の日の１カ月前までにいずれかの当事者が相手方に対して更新拒絶の通知をしない限

り、本契約は１年間の存続期間をもって同一の内容で更新されます。更新された本契約

が存続期間の満了により終了する場合も同様とします。 

３． 本契約が存続期間の満了により終了し、かつ、その更新がなされないときは、取次店

は、報酬の支払を受けることができません。 

 

第２２条（取次店の行う解除） 

１． 取次店は、将来に向かって随意に本契約の解除を行うことができるものとします。 

２． 前条第３項の規定は、本契約が前項の規定により終了した場合にこれを準用します。 

 

第２３条（当社の行う解除）  

１． 取次店について次の各号に掲げるいずれかの事由があるときは、当社は、将来に向か

って無催告で直ちに本契約の解除を行うことができ、かつ、それによって生じた損害の

賠償を請求することができるものとします。 

(1) 第１９条（保証）第１項の保証その他本契約約款の定める義務に違背した場合。 

(2) 破産手続その他の倒産手続の申立が行われた場合。 

(3) 当社に対し虚偽の事実を申告した場合。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、当社が業務を行ううえで重大な支障がある場合又は重

大な支障の生じる恐れがある場合。 

２．  前項の解除権の行使は、損害賠償の請求を妨げません。 

３． 第２１条（存続期間及び更新）第３項の規定は、本契約が本条の規定により終了した

場合にこれを準用します。 



 

第２４条（本契約終了の効力）  

本契約が終了した場合においても、当社取次店双方にすでに発生した本契約の効力は有

効に存続するものとする。 

 

第２５条（反社会的勢力の排除）  

１． 当社及び取次店は、相手方に対して、本契約約款締結日及び将来にわたって、自己又

は自己の役職員が次の各号に掲げる者（本契約約款において、「反社会的勢力」という。）

でないことを表明し、保証します。 

(1) 暴力団、暴力団の構成員（準構成員を含む。）又は暴力団の構成員でなくなった日か

ら５年を経過しない者。 

(2) 暴力団関係企業。 

(3) 総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治活動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団又はこれらの団

体の構成員。 

(4) 前各号に準じるもの。 

２． 当社及び取次店は、次の各号のいずれかに該当する行為若しくは該当するおそれのあ

る行為を行わず、又は第三者をして行わせしめないことを相手方に対して表明し、保証

します。 

(1) 暴力的な要求行為。 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為。 

(3) 取引に関して、脅迫的な言動を行い、又は暴力を用いる行為。 

(4) 風説の流布、偽計若しくは威力を用いて信用を毀損し、又は業務を妨害する行為 

(5) 前各号に準じる行為。 

３． 当社及び取次店は、相手方が前２項に定める表明保証に反した場合は、将来に向かっ

て直ちに本契約の解除を行うことができます。 

４． 当社及び取次店は、本条に定める解除を行った場合であっても、相手方に対する損害

賠償請求権を失わないものとします。なお、解除された当事者は、解除した当事者に対

して損害賠償を請求することはできません。 

 

 

 

第７章 紛争の解決等 

 

第２６条（準拠法） 

本契約の準拠法は、日本国の法令とします。 

 



第２７条（裁判管轄）  

本契約に関する訴えについては、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とし

ます。他の裁判所について生じる法定管轄は、本条における合意をもってこれを排除します。 

 

第２８条（紛争の解決のための努力） 

本契約に関して紛争が生じたときは、各当事者は、相互の協力の精神にもとづき誠実に解

決のための努力をするものとします。 

 

 

 

第８章 本契約約款の改定 

 

第２９条 （本契約約款の変更） 

１． 当社は以下の場合に、当社の裁量により、本契約約款を変更することができます。 

(1) 本契約約款の変更が、取次店の一般の利益に適合する場合。 

(2) 本契約約款の変更が、利用契約をした目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後

の内容の相当性、変更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであ

る場合。 

２． 当社は前項による本契約約款の変更にあたり、変更後の本契約約款の効力発生日の前

に相当な期間をもって、本契約約款を変更する旨及び変更後の本契約約款の内容とそ

の効力発生日を当社が適当と認める方法により取次店にお知らせします。 

３． 当社が取次店に変更後の本契約約款の内容を通知し、変更後の本契約約款の効力発生

日以降に取次店が委託事務を行った場合、取次店は本契約約款の変更に同意したもの

とみなします。 

 

 

附則（２０２３年１月２０日最終改定） 

本契約約款は、２０２３年１月２０日に改定し、即日実施します。 

 


